
環境ラベルに関するニーズと対応方向の相関関係 

＜国（経済産業省）＞ ＜プログラムホルダー＞ ＜事業者＞ ＜消費者＞ 

 産業振興 
  （競争力） 
 
 低炭素社会の実現 

 CO2総排出量の削減→低炭素社会への移行 

 低環境負荷製品を選ぶ 
  ことによる受益 

 消費者の理解・評価につなげる説明・教育 

 事業の拡大（製品売上増） 

 市場での製品選択 

 プログラム運営の事業 
  としての成立 

 CO2排出量の抑制 
  →自主管理 

 調達制度への対応 
  （グリーン購入など） 

 顧客対応 

 ラベル認知度向上／普及 

 参加事業者数の拡大 

 情報開示製品の市場普及 
 情報開示要求 

 プログラムの理解・評価 

 事業者参加ハードルを下げる 

  プログラムルール料金見直し等 

＜数値比較＞ 
 原単位、PCR見直し 
 標準的比較基準設定 
 削減率表示 
 数値化→ランク表示 
 ロングライフ効果 
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 ブランドイメージ向上 
 優位性主張→販売戦略 

 他制度への適用 
  ・タイプⅠラベルとの連携 
  ・EPEAT等） 
 第三者認証取得 

→数値比較ツール 

 海外展開（→上記相関の国内での検証に基づく最終的狙い） 

 消費者教育 

消費者メリット創出 
 消費者への価値転化 
 ポイントの付与 

 消費者を対象とした 
コミュニケーション 

資料６－１ 

内部管理 
 評価基準（内部指標） 
 管理基準（サプライチェーン） 

 消費者によるラベルの 
  適切な理解・評価 


